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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年12月期第３四半期 9,762 △22.3 695 △56.7 3,397 22.5 1,829 2.1

2024年12月期第３四半期 12,556 7.6 1,606 313.4 2,773 489.2 1,791 376.3

（注）包括利益 2025年12月期第３四半期△1,413百万円 （－％） 2024年12月期第３四半期 3,382百万円（201.5％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

EBIT ※1 EBITDA ※2

円 銭 円 銭 百万円 ％ 百万円 ％

2025年12月期第３四半期 104.53 102.78 3,491 26.1 3,710 20.9

2024年12月期第３四半期 102.61 － 2,770 497.8 3,068 248.3

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年12月期第３四半期 45,472 30,305 62.7

2024年12月期 48,217 33,066 63.6

（参考）自己資本 2025年12月期第３四半期 28,495百万円 2024年12月期 30,686百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年12月期 － 0.00 － 65.00 65.00

2025年12月期 － 23.00 －

2025年12月期（予想） 0.00 23.00

１．2025年12月期第３四半期の連結業績（2025年１月１日～2025年９月30日）

（注）※1 EBIT＝税金等調整前四半期純利益＋支払利息－受取利息

※2 EBITDA＝EBIT＋その他金融関連損益＋減価償却費＋償却費＋株式報酬費用＋減損損失

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

2024年12月期　期末配当金の内訳　普通配当　45円00銭　記念配当　20円00銭

・2023年12月期より配当については、のれん償却前親会社株主に帰属する当期純利益に対する配当性向20％又は

DOE（株主資本配当率）３％のいずれか大きい金額を目標としております。

・なお、2025年９月11日付で公表した「2025年12月期の配当予想修正（期末配当無配）に関するお知らせ」のとお

り、株式会社博報堂ＤＹホールディングスによる当社の普通株式等に対する公開買付けが行われることを踏まえ

て、2025年12月期の期末配当を行わないことを決議しております。



（％表示は対前期増減率）

収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

通期 14,000 △13.3 700 △28.9 3,400 96.1 2,200 64.0

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2025年12月期３Ｑ 17,960,907株 2024年12月期 17,459,907株

②  期末自己株式数 2025年12月期３Ｑ －株 2024年12月期 －株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2025年12月期３Ｑ 17,499,857株 2024年12月期３Ｑ 17,459,907株

３．2025年12月期の連結業績予想（2025年１月１日～2025年12月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更：無

新規  －社  （社名）、除外  －社  （社名）

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：無

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無

（４）発行済株式数（普通株式）

※  添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：無

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前

提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料５ページ「１．経営成績等の概況

（４）2025年12月期業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）経営成績に関する説明

　当社グループを取り巻く経営環境は、近年の資源価格の高騰等に伴う物価上昇の日本経済への影響や、中長期的

な少子高齢化に伴う人口減少による国内市場への影響等が懸念される一方で、生成AI等の飛躍的な技術革新によ

り、大量のデータとデジタル技術を活用した、従来の製品やサービス・ビジネスモデルを変革するデジタルトラン

スフォーメーション（DX）の実現を目指す動きがより一層活発化しております。また、内閣府が提唱する、サイバ

ー（仮想）空間とフィジカル（現実）空間を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両

立する、人間中心の社会：「Society5.0」の実現が進んでいくと考えており、当社グループが提供していくデジタ

ルシフト関連のプロダクト及びサービスに対する需要は更に高まると予想しております。

　当社グループは持続的な成長の実現に向け、以下に記載する施策に重点的に取り組み、売上の向上、収益性の改

善、組織基盤の強化を確立し、企業価値を向上させていくよう努めてまいります。

　具体的な施策内容は以下のとおりです。

＜重点施策＞

①　グループアセット集約による顧客への提供付加価値の進化

2024年４月にグループ連結子会社の統廃合を行いました。これにより、営業連携強化による広告とDXの統

合提案を更に加速させ、顧客の事業成長に貢献するとともに、グループ内における重複機能等のコストを

削減し、効率的なグループ経営を進めてまいります。

②　広告産業変革（AX：Advertising Transformation、以下、「AX」という。）の成長加速

株式会社バンカブルが提供する広告費を対象とした分割・後払いサービスであるAD YELLを中心とした既存

サービスの更なる顧客の獲得と、新サービスによるクロスセルの実施により、事業を拡張させてまいりま

す。

　上記経営方針に基づいた事業推進の結果、当第３四半期連結会計期間における業績は収益3,225百万円（前年同

期比36.5％減）、売上総利益2,401百万円（前年同期比29.5％減）、営業利益161百万円（前年同期比87.3％減）、

EBIT146百万円（前年同期比87.8％減）、EBITDA216百万円（前年同期比83.6％減）、親会社株主に帰属する四半期

純損失117百万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純利益315百万円）となりました。

　上記の結果、当社グループの当第３四半期連結累計期間における業績は収益9,762百万円（前年同期比22.3％

減）、売上総利益7,221百万円（前年同期比15.9％減）、営業利益695百万円（前年同期比56.7％減）、EBIT3,491

百万円（前年同期比26.1％増）、EBITDA3,710百万円（前年同期比20.9％増）、親会社株主に帰属する四半期純利

益1,829百万円（前年同期比2.1％増）となりました。
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　セグメント別の業績は次のとおりです。

＜Marketing事業＞

　Marketing事業は、株式会社オプトが提供するデジタル広告支援を中心に、デジタルマーケティング支援及びDX

開発等で構成されております。

　Marketing事業の当第３四半期連結会計期間における業績は、収益3,029百万円（前年同期比10.2％増）、売上総

利益2,227百万円（前年同期比18.7％増）、営業利益788百万円（前年同期比140.2％増）、EBIT781百万円（前年同

期比135.7％増）、EBITDA850百万円（前年同期比120.3％増）となりました。

　上記の結果、Marketing事業の当第３四半期連結累計期間における業績は、収益8,961百万円（前年同期比1.1％

増）、売上総利益6,607百万円（前年同期比7.2％増）、営業利益2,207百万円（前年同期比44.5％増）、EBIT2,288

百万円（前年同期比50.7％増）、EBITDA2,498百万円（前年同期比48.5％増）となりました。

＜Financial Services事業＞

　Financial Services事業は、株式会社バンカブルが提供する広告費等の分割・後払いサービス事業等で構成され

ております。

　Financial Services事業の当第３四半期連結会計期間における業績は、収益39百万円（前年同期比64.9％減）、

売上総利益20百万円（前年同期比77.9％減）、営業損失86百万円（前年同期は営業損失1百万円）、EBIT△85百万

円（前年同期は△18百万円）、EBITDA△85百万円（前年同期は13百万円）となりました。

　上記の結果、Financial Services事業の当第３四半期連結累計期間における業績は、収益183百万円（前年同期

比50.1％減）、売上総利益145百万円（前年同期比52.0％減）、営業損失176百万円（前年同期は営業損失360百万

円）、EBIT△174百万円（前年同期は△377百万円）、EBITDA△174百万円（前年同期は△318百万円）となりまし

た。

＜Investment事業＞

　Investment事業は、株式会社デジタルホールディングス、Bonds Investment Group株式会社、BIG１号投資事業

有限責任組合、BIG２号投資事業有限責任組合、BIG SX１号投資事業有限責任組合、及びOPT America,Inc.にて運

用を行う投資事業で構成されております。

　Investment事業の当第３四半期連結会計期間における業績は、株式売却等により収益158百万円（前年同期比

92.9％減）、売上総利益155百万円（前年同期比89.2％減）、営業利益100百万円（前年同期比92.9％減）、EBIT89

百万円（前年同期比93.4％減）、EBITDA90百万円（前年同期比93.3％減）となりました。

　上記の結果、Investment事業の当第３四半期連結累計期間における業績は、収益627百万円（前年同期比81.4％

減）、売上総利益474百万円（前年同期比77.9％減）、営業利益344百万円（前年同期比83.0％減）、EBIT3,058百

万円（前年同期比4.7％減）、EBITDA3,066百万円（前年同期比5.0％減）となりました。

　当社では投資成果の透明性を高めることを目的として、IRR（Internal Rate of Return）を開示しております。

当第３四半期連結会計期間末時点での税引後IRRは18.5％となりました。なお、IRR算定対象となる銘柄は2013年度

以降に金融投資事業で投資した銘柄を算定対象とし、５ページの脚注にて算出方法の詳細を開示しております。ま

た、AUM（Assets Under Management）は、新規取得等により前四半期末比1.7％増の9,761百万円となりました。

＜グループ共通管理コスト＞

　グループ共通管理部門における当第３四半期連結会計期間の販売費及び一般管理費は、634百万円（前年同期比

37.0％増）となりました。

　上記の結果、グループ共通管理部門の当第３四半期連結累計期間における販売費及び一般管理費は、1,656百万

円（前年同期比4.3％増）となりました。
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収益 営業利益 EBIT（注）１ EBITDA（注）２ 売上高（注）３

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

Marketing事業 8,961 1.1 2,207 44.5 2,288 50.7 2,498 48.5 44,007 5.6

Financial Services事業 183 △50.1 △176 - △174 - △174 - 183 △50.1

Investment事業 627 △81.4 344 △83.0 3,058 △4.7 3,066 △5.0 627 △81.4

調整額 △9 - △1,680 - △1,681 - △1,679 - △6 -

合計 9,762 △22.3 695 △56.7 3,491 26.1 3,710 20.9 44,812 △1.2

（参考）当第３四半期連結累計期間における報告セグメント別の収益・営業利益・EBIT・EBITDA・売上高

(％は前年同四半期増減率)

（注）１．EBIT＝税金等調整前四半期純利益＋支払利息－受取利息

　　　２．EBITDA＝EBIT＋その他金融関連損益＋減価償却費＋償却費＋株式報酬費用＋減損損失

　　　３．売上高は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）適用前の旧基準売上高

を示しております。

（２）財政状態に関する説明

（資産）

　当第３四半期連結会計期間末における資産の合計は、前連結会計年度末に比べて2,745百万円減少し、45,472百

万円となりました。

　流動資産は38,082百万円となり、前連結会計年度末に比べて1,066百万円増加しております。これは主に、未収

入金が1,328百万円、受取手形、売掛金及び契約資産が684百万円、営業投資有価証券が493百万円及び流動資産の

その他が478百万円減少したものの、現金及び預金が4,119百万円増加したことによるものであります。

　固定資産は7,389百万円となり、前連結会計年度末に比べて3,811百万円減少しております。これは主に、投資有

価証券が3,132百万円及び繰延税金資産が584百万円減少したことによるものであります。

（負債）

　当第３四半期連結会計期間末における負債の合計は、前連結会計年度末に比べ16百万円増加し、15,167百万円と

なりました。

　流動負債は10,383百万円となり、前連結会計年度末に比べて60百万円増加しております。これは主に、契約負債

が136百万円減少したものの、買掛金が194百万円増加したことによるものであります。

　固定負債は4,783百万円となり、前連結会計年度末に比べて44百万円減少しております。これは主に繰延税金負

債が45百万円減少したことによるものであります。

（純資産）

　当第３四半期連結会計期間末における純資産の合計は、前連結会計年度末に比べ2,761百万円減少し、30,305百

万円となりました。

　これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により利益剰余金が1,829百万円、新株予約権の行使に

より資本金が266百万円及び資本剰余金が266百万円増加したものの、剰余金の配当により利益剰余金が1,536百万

円、非支配株主持分が570百万円、その他有価証券評価差額金が1,767百万円及び為替換算調整勘定が1,249百万円

減少したことによるものであります。

（３）キャッシュ・フローに関する説明

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末より

4,119百万円増加し、25,861百万円となりました。これは営業活動及び投資活動により獲得した資金が、財務活動

により使用した資金を上回ったことによるものであります。

　当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は以下のとおりでありま

す。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果増加した資金は2,465百万円（前年同期は4,121百万円の増加）となりました。

　これは主に、投資事業組合運用益が2,641百万円、法人税等の支払額が743百万円発生したものの、税金等調整前

四半期純利益を3,484百万円計上したこと、売上債権及び契約資産の減少額が684百万円、未収入金の減少額が

1,328百万円、未払金の増加額が462百万円発生したことによるものであります。
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(脚注) IRR（Internal Rate of Return）

　IRR算定の前提条件

・計算対象銘柄：2013年から2025年９月末までに金融投資事業で投資した銘柄

・計算基準日：2025年９月末

・算定方法

１）減損銘柄の取扱

減損時の純資産額で売却したと仮定して算定

２）直近でファイナンス（株式による資金調達）がある銘柄の取扱

当該資金調達時の株式価値評価額で売却したと仮定して算定

３）IPO銘柄

計算基準日の時価で売却したと仮定して算定

４）ファンド銘柄

2025年９月末以前の回収額と2025年９月末時点の簿価を用いてIRRを算定

５）上記以外の銘柄

　売却、減損、ファイナンス（株式による資金調達）、IPO等により取得価額に変動がない銘柄は、算定基準

日に取得価額で売却したと仮定して算定

・IRR計算時における法人税の取り扱い：法人税を考慮

AUM（Assets Under Management）

　関連会社株式は帳簿価額、営業投資有価証券及び投資有価証券は減損考慮後の公正価値の合計額

　営業投資有価証券・投資有価証券の公正価値は銘柄ごとに区分し以下にて算定しております。

・投資額が少額な銘柄：取得価額

・上場会社である銘柄：2025年９月末時点の市場価格

・直近でファイナンス（株式による資金調達）がある銘柄：当該ファイナンス価額に基づいた評価額

・上記以外の銘柄については、事業の状況に応じて、マルチプル法・DCF法・純資産法に分類して算定しておりま

す。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果増加した資金は3,251百万円（前年同期は678百万円の増加）となりました。

　これは主に、投資有価証券の払戻による収入が3,273百万円発生したことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果減少した資金は1,430百万円（前年同期は3,787百万円の減少）となりました。

　これは主に、新株予約権の行使による株式の発行による収入が533百万円発生したものの、配当金の支払による

支出が1,534百万円及び非支配株主への払戻による支出が345百万円発生したことによるものであります。

（４）2025年12月期業績予想などの将来予測情報に関する説明

　2025年２月13日に公表いたしました2025年12月期通期連結業績予想に変更はありません。
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2025年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 21,741 25,861

受取手形、売掛金及び契約資産 7,878 7,194

営業投資有価証券 3,570 3,077

棚卸資産 12 1

未収入金 3,056 1,727

その他 1,149 670

貸倒引当金 △392 △450

流動資産合計 37,016 38,082

固定資産

有形固定資産 166 133

無形固定資産

のれん 364 270

その他 310 285

無形固定資産合計 675 555

投資その他の資産

関連会社株式 706 764

投資有価証券 8,543 5,411

敷金及び保証金 299 299

繰延税金資産 807 223

その他 0 0

投資その他の資産合計 10,358 6,700

固定資産合計 11,201 7,389

資産合計 48,217 45,472

負債の部

流動負債

買掛金 7,822 8,017

短期借入金 84 －

未払法人税等 280 63

契約負債 164 27

賞与引当金 249 188

その他 1,721 2,086

流動負債合計 10,322 10,383

固定負債

長期借入金 4,000 4,000

繰延税金負債 651 606

資産除去債務 176 177

固定負債合計 4,828 4,783

負債合計 15,150 15,167

純資産の部

株主資本

資本金 8,212 8,479

資本剰余金 3,843 4,110

利益剰余金 14,075 14,368

株主資本合計 26,130 26,957

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,855 88

為替換算調整勘定 2,699 1,450

その他の包括利益累計額合計 4,555 1,538

新株予約権 1 0

非支配株主持分 2,379 1,808

純資産合計 33,066 30,305

負債純資産合計 48,217 45,472

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2025年１月１日

　至　2025年９月30日)

収益 12,556 9,762

売上原価 3,965 2,540

売上総利益 8,590 7,221

販売費及び一般管理費 6,984 6,525

営業利益 1,606 695

営業外収益

為替差益 － 5

持分法による投資利益 513 58

投資事業組合運用益 642 2,641

その他 20 14

営業外収益合計 1,176 2,719

営業外費用

支払利息 9 12

その他 0 4

営業外費用合計 9 17

経常利益 2,773 3,397

特別利益

投資有価証券売却益 25 15

事業譲渡益 2 77

その他 1 0

特別利益合計 29 93

特別損失

固定資産除却損 8 －

減損損失 16 －

子会社清算損 16 6

その他 0 －

特別損失合計 41 6

税金等調整前四半期純利益 2,761 3,484

法人税等 △38 1,490

四半期純利益 2,799 1,994

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,008 164

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,791 1,829

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）
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(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2025年１月１日

　至　2025年９月30日)

四半期純利益 2,799 1,994

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 552 △2,157

為替換算調整勘定 29 △1,249

その他の包括利益合計 582 △3,407

四半期包括利益 3,382 △1,413

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 2,501 △1,187

非支配株主に係る四半期包括利益 881 △225

（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）
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(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2025年１月１日

　至　2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,761 3,484

減価償却費 168 116

のれん償却額 94 94

貸倒引当金の増減額（△は減少） 218 58

賞与引当金の増減額（△は減少） △227 △60

受取利息及び受取配当金 △0 △5

支払利息 9 12

投資事業組合運用損益（△は益） △642 △2,641

減損損失 16 －

投資有価証券売却損益（△は益） △25 △15

子会社清算損益（△は益） 16 6

持分法による投資損益（△は益） △513 △58

事業譲渡損益（△は益） △2 △77

固定資産除却損 8 －

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） 1,712 684

営業投資有価証券の増減額（△は増加） 818 △73

仕入債務の増減額（△は減少） △1,289 194

未収入金の増減額（△は増加） 149 1,328

未払金の増減額（△は減少） △688 462

未払費用の増減額（△は減少） △100 △88

未払消費税等の増減額（△は減少） 254 △21

その他 △14 △219

小計 2,725 3,183

利息及び配当金の受取額 0 5

利息の支払額 △9 △12

法人税等の支払額 △292 △743

法人税等の還付額 1,697 32

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,121 2,465

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 － △3

無形固定資産の取得による支出 △142 △48

投資有価証券の取得による支出 △668 △86

投資有価証券の売却による収入 28 37

投資有価証券の払戻による収入 1,456 3,273

事業譲渡による収入 2 77

その他 0 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 678 3,251

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 84 △84

長期借入金の返済による支出 △1,000 －

新株予約権の行使による株式の発行による収入 － 533

非支配株主への払戻による支出 △1,562 △345

配当金の支払額 △1,308 △1,534

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,787 △1,430

現金及び現金同等物に係る換算差額 △39 △165

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 974 4,119

現金及び現金同等物の期首残高 18,860 21,741

現金及び現金同等物の四半期末残高 19,835 25,861

（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（単位：百万円）

報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書

計上額
（注）２

Marketing
事業

Financial 
Services事業

Investment
事業

計

収益

外部顧客からの

収益
8,823 367 3,365 12,556 － 12,556

セグメント間の

内部収益又は振

替高

37 △0 △0 37 △37 －

計 8,860 367 3,365 12,593 △37 12,556

セグメント利益又

は損失（△）
1,527 △360 2,027 3,195 △1,588 1,606

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2024年１月１日　至　2024年９月30日）

１　報告セグメントごとの収益及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△1,588百万円は、セグメント間取引の消去及び各報告セグメント

に配分していない管理コスト等△1,588百万円が含まれています。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。

（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。
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（単位：百万円）

報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書

計上額
（注）２

Marketing
事業

Financial 
Services事業

Investment
事業

計

収益

外部顧客からの

収益
8,951 183 627 9,762 - 9,762

セグメント間の

内部収益又は振

替高

9 - - 9 △9 -

計 8,961 183 627 9,772 △9 9,762

セグメント利益又

は損失（△）
2,207 △176 344 2,376 △1,680 695

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2025年１月１日　至　2025年９月30日）

１　報告セグメントごとの収益及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△1,680百万円は、セグメント間取引の消去及び各報告セグメント

に配分していないグループ共通管理コスト等△1,656百万円が含まれています。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。

（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。
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（重要な後発事象）

（株式会社博報堂ＤＹホールディングスによる当社株券等に対する公開買付けの実施）

当社は、2025年９月11日開催の取締役会において、株式会社博報堂ＤＹホールディングス（以下「博報堂」とい

います。）による当社の普通株式（以下「当社株式」といいます。）及び新株予約権（当社株式とあわせて、以下

「当社株券等」といいます。）に対する公開買付け（以下「博報堂公開買付け」といいます。）に関して、賛同の

意見を表明するとともに、博報堂公開買付けに応募するか否かについては、当社株主及び新株予約権の所有者の皆

様のご判断に委ねる旨を決議いたしました。また、その後、SilverCape Investments Limited（以下

「SilverCape」といいます。）より、SilverCapeが当社株券等に対する公開買付け（以下「SilverCape公開買付

け」といいます。）を予定していることが公表されたことを踏まえ、慎重に検討を行った結果、2025年10月28日開

催の取締役会において、引き続き上記の意見を維持することを決議しております。なお、博報堂公開買付けの買付

け等の期間は、2025年11月12日まで延長されております。

詳細につきましては、2025年９月11日付公表の「株式会社博報堂ＤＹホールディングスによる当社株券等に対す

る公開買付けに関する意見表明のお知らせ」及び2025年10月28日付公表の「（変更）「株式会社博報堂ＤＹホール

ディングスによる当社株券等に対する公開買付けに関する意見表明のお知らせ」の一部変更について」をご参照く

ださい。

なお、上記の取締役会決議は、博報堂が博報堂公開買付け及びその後の一連の手続により、当社を博報堂の完全

子会社とすることを企図していること、並びに当社株式が上場廃止となる予定であることを前提に行われたもので

す。

（当社株主が少数株主として取り残されるリスク（強圧性）を回避するための真摯な協議を目的とする、当社対応

方針（買収への対応方針）の導入）

当社は、2025年10月20日付「SilverCape Investments Limited による当社株券等に対する公開買付けの開始予

告に関するお知らせ」において公表しましたとおり、SilverCape Investments Limited（以下「SilverCape」とい

います。）から、当社株式及び新株予約権（当社株式とあわせて、以下「当社株券等」といいます。）に対する公

開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）を実施する旨の提案（以下「本提案」といいます。）を受けてお

ります。当社は、かかる提案の内容を真摯に検討しておりますが、一般株主に対して、本公開買付けの成立後にス

クイーズアウト手続が実施されず、少数株主として取り残されるおそれがあることにより、本公開買付けに応募さ

せるような事実上の圧力（強圧性）が生じる可能性が高いと考えております。

これを踏まえ、当社は、2025年10月28日開催の取締役会において、当社の企業価値ひいては株主の共同の利益を

確保し、向上させることを目的として、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

（会社法施行規則第118条第３号）を決定し、さらに、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事

業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み（会社法施行規則第118条第３号ロ(２)）として、本公

開買付けへの対応方針（以下「本対応方針」といいます。）を導入することを決議いたしました。なお、本対応方

針は、既に具体的な懸念が生じている本公開買付けを含む大規模買付行為等への対応を主たる目的として導入され

るものであり、平時に導入されるいわゆる事前警告型買収防衛策とは異なるものです（本対応方針につきまして

は、2025年10月28日付「SilverCape Investments Limited からの当社株券等を対象とする公開買付けの予告につ

き、当社株主が少数株主として取り残されるリスク（強圧性）を回避するための真摯な協議を目的とする、当社対

応方針（買収への対応方針）の導入に関するお知らせ」をご参照ください。）。

（臨時株主総会招集のための基準日の設定）

当社は、2025年10月28日開催の取締役会において、2025年11月13日から３か月以内に開催する可能性のある臨時

株主総会（以下「本株主意思確認総会」といいます。）の招集のための基準日設定について決議いたしました。

当社は、本株主意思確認総会を開催することとなった場合に備え、本株主意思確認総会において議決権を行使す

ることができる株主を確定するため、2025年11月13日を基準日と定め、同日の最終の株主名簿に記載又は記録され

た株主をもって、本株主意思確認総会において議決権を行使することができる株主といたします。

なお、当社は、本株主意思確認総会を招集することとなった場合には、その開催日及び開催場所並びに付議議案

の詳細等につきまして、決定次第お知らせいたします。

詳細につきましては、2025年10月28日付公表の「臨時株主総会招集のための基準日設定に関するお知らせ」をご

参照ください。
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